
3, 自立支援プロバラムについて 

現状と見直しの 力向性 
    

Ⅰ 

0 被 保護世帯が抱える 問題は多様 ①経済的な給付 
・精神疾患等の 傷病 ( 社会的入院を 含む ) 、 DV 、 虐待、 
若年無業者 (NEET) 、 多重債務、 元木一ムレス 等 

のみでは被保護 

，社会的きずなが 希薄 
者の抱える様々 

一 相談に乗ってくれる 人がいない 38. 3%  ( 平成 15 年 ) な 問題への対応   に 限界 
護 一平成 9 年度の世帯数を 100 とした割合 ( 平成 16 年 7 月 ) 
者 Ⅰ 高齢者世帯 166,5 高齢者単身世帯 164.7 ②保護の長期化 
保護受給期間が 長期にわたる 者が少なくない を 防ぐための 取 
一 高齢者世帯・ 傷病障害者世帯を 除く世帯の保護受給 
期間別の世帯割合 ( 平成 ]5 年度 ) 

組 が不十分 

～Ⅰ 年 Ⅰ～ 3 年 3 ～ 10 年 10 ～ 15 年 15 年～ 

24.4%@ 30.8%@ 34.1%@ 5.5%@ 5.2% ③担当職員個人 

一 高齢者世帯・ 傷病障害者世帯を 除く世帯の受給期間 の 経験等に依存 
別 保護廃止世帯率 ( 平成 12 年 414 年 ) する実施体制に 

古しの 。 

①多様な対応 

②早期の対応 

③システム的な 対応 

¥W 午時の受給期間 2 年未満 2 ～ 4 年 4 ～ 6 年 6 ～ 8 年 

2 年間の廃止率 22.8%  20 ． 3%  18.7%  15.5% 

0 実施体制上の 間 題 
・担当職員の 配置藪・その 経験の不足 

（地方 一生活保護担当職員の 配置状況 ( 平成 15 年度 ) 
自 
5 ム 

全国Ⅱ， 408 人 (1,089 人不足 ) 

伯体 

( 参考 ) 生活保護担当職員の 不足数の年次推移 

の H12@ H13@ H14@ H15 
運 354 人 576 人 858 人 1,089 人 
用 Ⅰ 
一指導監督担当職員のうち、 担当職員経験がない 者 
全国平均 26, 1%( 平成 15 年度 ) 

も 限界 
が可能となるよ う 、 

経済的給付に 加え、 

自立支援策を 充実 

自立支援プロバラム 

の 導入 
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自立支援プロバラムの 概要 

1 実施機関は，自主性・ 独自性を生かして 被保護者の実状に 応じた多様な 
支援メニューを 整備     
( 例 「 ) 稼働能力を有する 者 づ 就労阻害要因を 段階的に克服し ，就労を実現するためのメニュー 

・「ひきこもり」，無気力等の 場合のグループカウンセリンバを 通じた日常生活自立支援 

・福祉等における 社会参加活動を 通じた社会生活自立支援 

・職業訓練や 履歴書の書き 方、 面接の受け方等の 具体的就職支援活動を 通じた就労自立支援 

( 例 2) 社会的入院患者 ( 精神障害者 ) づ 居宅生活への 復帰やその維持・ 向上のためのメニュー 

・居宅生活等への 移行の支援及 び 居宅生活の支援を 通じた日常生活自立支援 

・福祉等における 社会参加活動を 通じた社会生活自立支援 

・福祉的就労や 職業訓練等を 通じた就労自立支援 

( 例 3) 高齢者 づ 健康的な自立生活を 支えるためのメニュー 

・筋力向上トレーニンバ、 転倒骨折予防等の 介護予防を通じた 日常生活自立支援 

・福祉等における 社会参加活動を 通じた社会生活自立支援 

2 枚保護者に対して 実状に応じたプロバラムへの 参加を指導するとともに ， ㍉ プロバラムに 沿った早期； Ⅰ っ ノ ステム的な支援を 実施 

3 枚保護者がプロバラムへの 参加を拒否する 場合などには ，最終的に保護 
の 停廃止等も考慮 
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自立支援プロバラムに 基づいた自立・ 就労支援の流れ 

  
・取組状況が 良好又は       

  
        

実情に応じた 

自立支援プロバラ 本人の 自立支援プロバラム ヘ 

の 取組状況の評価 
健康で自立した 生活 

への参加を指導 取組 
    

， Ⅰ                 
    

臣 
  
                : 取組状況が不十分で、 :         g-< 

  
: 改善の必要があ ると : 

  

                  参加するプロバラムの                 
◆ ● 

  
%   @                                                                                 考えられる場合 
  ，選定については、 の同意が原則 本人                         

被 保護世帯の実状 
( 自立阻害要因等 ) 
0 把握 
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月立支援推進体制のイメージ 

  

現状 
  
    新しい体制 
  
  
  
  専門的な知識・ 経験を 

有する人材の 活用 
/ Ⅹ 口 一ク 、 

保健所等の 
関係機関 
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被 保護者 亜 類型別プロバラムの 例 

布子世帯 ( ひとり新世帯の 親等 ) の自立支援プロバラム 

 
 

要 保護者の職歴，資格、 就労阻害要因等を 踏まえ，次のようなプロバラムに 基づく取組を 求める。 

一 原則として就労を 求めるが、 適職がない場合等には、 職業訓練等による 職業能力開発 ( 技能 

修得等 には、 ) 健康管理・意欲向上支援等を 、 試行雇用や福祉的就労等を 実施する。 求める。 職業能力開発 ( 技能格 ゃ 昇等 ) 等も不可能な 場合 有子世帯の親等 

ぐ 健康管理・意欲向上支援   
自立意欲や社会生活 

・「ひきこもり」、 うつ等の者に 対して、 グループカウンセリンバ 等を実施し、 健康面の io 児童虐待・ 遺 i 
問題の改善や 将来設計、 職業意識の啓発を 促したり，社会生活能力を 身につける 場合 号ヒ ㌔Ⅱ てい i 棄 等の発見・ i 

        ・防止，不登校 ; 

金 社会貢献活動 l への対応   

就 や ㌃               

・社会福祉法人等民間団体が 実施する福祉等における 社会参加活動等に 参加す が 欠如している 場合 
ることにより、 就労習慣や就労意欲の 向上を目指す ; ; . により早期発見 地域での見守り・ : 

; . 児童相談所等と i 

今 職業訓練等による 職業能力開発 ( 技能修得等 ) 
  

@ の連携 
力 め 。 上が ; . 学校との連携 : 

・公共職業訓練   
就職に効果的な 場合， 

・生業扶助等の 活用に よ る職業能力開発 ( 技能修得等 ) の促進 

ウ 試行雇用 ( トライアル雇用 ) 
。 には一 六 に 

っ ながらな い 場合   
ウ 就職活動支援 ( 個別相談・指導， 講習会、 グループワークの 実施 )               0 保育所等によ ; 
・就職活動に 係る相談・指導 ( 意欲の向上、 職業選択に対する 助言等 ) 

自ら 就耳哉 j 舌   
・公共職業安定所の 活用方法 ( 公共職業安定所への 同行・利用方法等 ) 行 う 場合 
・履歴書の書き 方 
・面接の受け 方 ( 時間、 服装，面接に 臨む態度、 受け答え ) 

就労による自立 
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1 就労経験の少ない 若年者等 l 

今 健康管理・意欲向上支援 
一％カウンセリング 等を実施し、 健康面の 

Ⅰ 
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社会的入院患者等 ( 精神障害者等 ) の自立支援プロバラム 

社会的入院患者等 ( 精神障害者等 ) の居宅生活への 復帰やその維持・ 向上等を支援するため、 
要 保護者の病状、 退院阻害要因等を 踏まえ，次のようなプロバラムに 基づく取組を 求める。 

/   
  

  

今 居宅生活等への 移行の支援 
社会的入院患者等   

・退院促進個別援助事業 
、 ( 精神障害者等 ) , 

適切な退院先 ( アパートや社会福祉施設等 ) の確保及び退院後の 生活に必要な 
サービスの コ 一ヂ ィ ネートを行う 

居宅生活への 
移行が可能な 場合 

レ 

・居宅生活訓練事業 ( 救護施設 ) 
施設において 生活訓練を行 う とともに、 訓練用住居に 住まわせ実体験的に 生活 
訓練を実施 

ウ 居宅生活の支援 
・退院等居宅生活支援事業 

居宅生活を営む 上で 
支援が必要な 場合 

家事、 服薬管理等の 生活指導、 支援 
地域住民との 交流，創作活動、 軽作業等を行 う 場の提供 
・グループワーク 等による集団療法への 参加等 

居宅生活等による 自立   今福祉等における 社会参加活動 就労習慣や就労意欲 が欠如している 場合 レ 

今福祉的就労 
・通所授産施設 ・小規模作業所   
・福祉工場 

ただちには一般就労 が困難な場合 レ 

今 就労支援 
就労が可能な 場合 

レ 
・職業訓練等による 職業能力開発 ( 技能修得等 ) 
・試行雇用 ( トライアル雇用 ) . 職親委託 ・就職活動支援 等 

就労による自立 
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高齢者の自立支援プロバラム 

要 保護者の健康状況等を 踏まえ，次のようなプロバラムに 基づく取組を 求める。 
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令介護予防   が メた 

・生活機能低下の 対応を行う 危険性を早期に 発見し、 軽い段階から 短期・集中的な 場合 
・筋力向上トレーニンバ、 転倒骨折予防、 低栄養予防，口腔ケア 等を実施 

ウ 社会貢献活動   
の 健康を維持する 

就 か 可能な場合等 
金 シルバ一人材センタ 一等に よ る就労 

      
: に対して、 介護サービスが・ 

  
i 必要な場合         

i0 地域による見守り       

…・・ ・居宅での生活が 可能で・ 

; ; あ 援護が必要な るが、 痴ほうや独居等 者に対して、 i ; 
， 民生委員や社会福祉協議・ 

  

肛｜ 
・ケース フ 一力一の定期 
的な訪問調査を 補完 

  

下
イ
 
@
 

  健康的な自立生活「 
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多重債務者の 自立支援プロバラム 

要 保護者が多重債務を 抱えていることを 早期に把握し ，その多重債務の 原因等を踏まえ ，他のプロバ 
ラムに優先して、 次のようなプロバラムに 基づく取組を 求める。 

1 多重債務者 ] 

今 債務 韮 廷臣指導 
・自己破産等により 現在の債務を 整理させるため・ 手続の指導や 法律扶助協会や 
無料法律相談の 利用指導を行 う 

金 精神的な問題の 解消 
・当事者グループや 精神病院等においてギャンブル 依存症等の治療 
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  その他の自立支援プロバラム ヘ l 
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ホームレスの 自立支援プロバラム 

  ホームレスの 健康状態、 就労意欲，職歴等を 踏まえ、 次のようなプロバラムに 基づく取組を 求める。 
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: . 救護施設等による 居宅生活の可否の 判断                                 
  

i . 居宅生活     
・ 患が る。 ム 

    

ク 健康管理・意欲向上支援 
・健康診断、 グループカウンセリンバ、 
栄養指導、 運動指導等 

・就職活動に 係る相談・指導 
・公共職業安定所の 活用方法 
・履歴書の書き 方・面接の受け 方 

    

  によ 

開発 ( 技能修得等 ) 
・公共職業訓練 

金 都市雑業的な 仕事の情報提供 
  

就労による自立・ 健康的な自立生活 
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